
10 款 1 項 2 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

34,000 34,000 34,000 34,000 34,000 170,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

運行日数（双海中）1台 日 315 316 157 315
運行日数（中山小・中）4台 日 322 332 165 341
運行日数（中山幼）2台 日 187 173 86 180

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 32,089 39,339 14,204 33,906

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 159 2,171 1,085 1,085
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.02 0.27 0.14 0.14
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,086
合計 0 39,339 14,204 33,906

事業費
直接事業費 31,930 37,168 13,118 32,820
人件費 159 2,171 1,086

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

学校統・廃合等による遠距離園児・児童・生徒に対し通学バスを運行することで、学校教育の適正・円滑な実
施に貢献する。

事業の内容

中山幼稚園児、南山崎・中山小学校児童、双海・中山中学校生徒の登・下校時に運行する。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

学校統合による通学手段の確保として実施しており、適正な運行業務を遂行することができたが、利用児童・
生徒が減少傾向にあるため、今後の実施方法を検討していく必要がある。

事業の対象 幼稚園児、小学校児童、中学校生徒（校区限定）

根拠法令等
伊予市通学バス等運行管理規程

予算科目

総合計画での位置付け
教育・文化・スポレクの振興〜うるおいと生きがいのひとづくり〜
学校教育の充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 教育総務課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

089-989-9871
記入者情報 所属長： 大西 昌治 担当責任者： 小田 忠幸

事務事業名 通学バス運行事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

近年、利用児童生徒数の減少に伴い、現行の実施方法を検討していく必要がある。中山通学バスについ
ては、来年度に長期契約が満了となるため、効率的な運用が図れるよう検討する。双海中学校バスにつ
いては、単年度契約となっているが長期契約の導入にかかる検討が必要である。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

　学校統合による通学手段の確保として実施している。事故等もなく、安全な送迎実施をする必要があ
る。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 1 0 0 0
実　　績 0 0 0 0

成果指標

成果指標
運行日数実績／運行日数計画×100

指標設定の
考え方

学校教育をより適正・円滑に実施するため、関係者協議のうえ実情に即し策定された安全・安心な運行計画を
遵守する。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


